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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　筋を伸張しながら所定の身体部分を一定姿勢で維持する場合に、当該身体部分の筋部位
を一定の力で押圧したときの反力に基づき、当該筋部位の経時的な状態変化を検出する筋
状態変化検出装置において、
　経時的に取得された前記反力と各反力が得られた時間とを対数変換した値について、前
記反力と前記時間との関係を直線近似し、当該直線が別種の直線に遷移したタイミングを
前記筋部位の状態が変化したタイミングと推定する処理を行うことを特徴とする筋状態変
化検出装置。
【請求項２】
　所定の筋部位に対して行ったストレッチ運動中に、当該筋部位の筋緊張が緩和するタイ
ミングを検出するストレッチング評価装置であって、
　前記筋部位を一定の力で押圧し、当該筋部位からの反力を一定時間毎に計測する押込み
反力計測手段と、当該押込み反力計測手段で計測された前記反力に基づき、ストレッチ運
動中の筋粘弾性の変化を連続的に検出することで、前記筋緊張が緩和するタイミングを推
定する筋緊張緩和推定手段とを備えたことを特徴とするストレッチング評価装置。
【請求項３】
　前記筋緊張緩和推定手段では、経時的に取得された前記反力と各反力が得られた時間と
を対数変換した値について、前記反力と前記時間との関係を直線近似し、当該直線が別種
の直線に遷移したタイミングを前記筋緊張が緩和したタイミングと推定することを特徴と
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する請求項２記載のストレッチング評価装置。
【請求項４】
　前記筋緊張緩和推定手段は、経時的に取得された前記反力と各反力が得られた時間から
、所定の関係式を用いて前記筋緊張の緩和評価用の指標値を求める演算部と、当該演算部
で求められた前記指標値に基づき、前記筋緊張の緩和タイミングを判定する判定部とを備
えたことを特徴とする請求項２記載のストレッチング評価装置。
【請求項５】
　前記指標値は、応力緩和の影響を除外した見かけの弾性率を意味する筋粘弾性率と、弾
性に対する粘性の比率を表す筋粘弾比とからなり、
　前記演算部では、前記指標値をパラメータとする前記反力と前記時間との関係を示す関
係式に、経時的に取得された前記反力と各反力が得られた時間とを代入して、前記指標値
を求める演算処理を行うことを特徴とする請求項４記載のストレッチング評価装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、筋状態変化検出装置及びストレッチング評価装置に係り、特に、筋を伸張し
ながら所定の身体部分を一定姿勢で維持する場合に、当該身体部分の筋部位について、応
力緩和の影響を除外し、筋粘弾性の経時的な変化のみから、筋部位の経時的な状態変化を
検出する筋状態変化検出装置及びストレッチング評価装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　運動時の障害予防や運動後の疲労回復等を目的として、当該運動前後に、反動を付けず
に対象となる筋肉を伸張しながらその姿勢を維持するストレッチ運動（静的ストレッチン
グ）が広く行われている。当該静的ストレッチングは、筋肉の緊張（筋緊張）を緩和する
ことにより、個人が有する筋肉本来の柔軟性を維持し、運動時における筋肉、腱、靭帯等
へのストレスを軽減することで障害を予防するとともに、筋肉周囲の血液の循環を良好に
して疲労物質の除去を促すこと等の効果が期待できる。このような効果を最大限に高める
には、筋が弛緩する時間、すなわち、筋緊張緩和に必要十分となるストレッチングの継続
時間を把握することが重要である。しかしながら、ストレッチング中の筋の緊張状態の変
化を計測することは困難であり、また、筋肉の柔軟性等には個人差が存在するため、スト
レッチングの継続時間の推奨値は明確でない。
【０００３】
　ところで、筋緊張が緩和すると、筋弾性率が低下することが知られており、ストレッチ
ング中に筋弾性率の変化を正確に検知できれば、筋緊張が緩和するタイミングを検知する
ことも可能である。この際、ストレッチングによって伸張している筋部位を押圧した際の
反力（押込み反力）から、当該筋部位の筋弾性率（硬度）を取得可能な筋硬度計を利用し
た手法が考えられる（非特許文献１参照）。当該筋硬度計による筋弾性率の取得は、押込
み反力の値が筋弾性率及び筋伸縮量にそれぞれ比例する性質が利用される。
【先行技術文献】
【非特許文献】
【０００４】
【非特許文献１】内山孝憲、大杉健司、村山光義，「押し込み反力計測による筋の硬さ評
価－等尺性収縮力依存性と筋疲労の影響－」，バイオメカニズム，バイオメカニズム学会
，２００６年９月，Ｖｏｌ．１８，ｐｐ．１９－２２
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、前述した手法を利用しても、静的ストレッチング中における筋緊張の緩
和タイミングを正確に検出できないという不都合がある。すなわち、一時的な筋肉の状態
を計測する場合には、押込み反力の計測値から筋弾性率を求めることが出来ても、ストレ
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ッチング中に連続計測を行う場合、押込み反力の経時的な変化には、筋肉の粘性要素を含
めた応力緩和の影響が支配的に現れてしまうため、筋弾性率の経時的変化のみを正確に把
握することが困難であり、筋緩和状態を適切に評価することができない。
【０００６】
　そこで、本発明者らは、鋭意、実験研究を行った結果、押込み圧力の連続計測において
、応力緩和成分を分離可能な粘弾性モデルを用い、静的ストレッチング中における筋緊張
の緩和タイミングを推定する新たな手法を創出し、当該手法の検証実験を行った結果、有
用性が証明された。そこで、当該手法につき以下に詳述する。
【０００７】
　分数次微分（分数階微分）を用いた公知の粘弾性モデルをストレッチングにおける筋肉
の状態に適用すると、次式（１）のように表される。
【数１】

　ここで、Ｆは押込み反力、ｔはストレッチ運動の継続時間、ｘは筋伸張量、ｒは、弾性
に対する粘性の比率を表す筋粘弾比、Ｇは筋粘弾性率とした。ここで、筋粘弾性率Ｇは、
応力緩和の影響を除外した見かけの弾性率を意味し、筋緊張緩和によって値が低下する性
質のものである。
　ストレッチング中は、筋伸張量が一定のｘ０であると仮定すると、上式（１）より、次
式（２）が得られる。

【数２】

　そして、当該式（２）を更に対数変換すると、次式（３）が得られる。
【数３】

【０００８】
　ここで、筋伸張による応力緩和現象のみが起こり、筋粘弾性が変化しないとき、すなわ
ち、筋粘弾比ｒと筋粘弾性率Ｇが一定のときは、上式（３）により、ｌｏｇｔとｌｏｇＦ
との関係は、一次関数で表されることになり、上式（３）の第１項の係数及び第２項の切
片が定数となる。従って、このとき、上式（３）は、両対数グラフ上において直線で現れ
る。一方、ストレッチング中のある時間に筋緊張緩和が起こったとすると、筋粘弾比ｒや
筋粘弾性率Ｇが変化するため、両対数グラフ上において、ｌｏｇｔとｌｏｇＦとの関係を
示す直線は、筋緊張緩和前の直線に対して異なる直線となる。
【０００９】
　そこで、本発明者らは、ストレッチング中において、ストレッチ運動の開始から所定時
間毎に、押込み反力Ｆをリアルタイムに計測し、時間ｔと、当該時間ｔにおける押込み反
力Ｆをそれぞれ対数変換し、隣接する時間におけるそれらの値から、上式（３）を用いて
、筋粘弾比ｒと筋粘弾性率Ｇを計算し続け、当該計算値に有意な低下が見られた時間を筋
緊張が緩和したタイミングと推定する手法を新たに創出した。
【００１０】



(4) JP 6278269 B2 2018.2.14

10

20

30

40

50

　本発明は、以上の発明者らの知見に基づき創出されたものであり、その目的は、ストレ
ッチ運動のように、筋を伸張しながら所定の身体部分を一定姿勢で維持する場合に、当該
身体部分の筋部位の状態変化を正確に検出することができる筋状態変化検出装置及びスト
レッチング評価装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　前記目的を達成するため、本発明は、筋を伸張しながら所定の身体部分を一定姿勢で維
持する場合に、当該身体部分の筋部位を一定の力で押圧したときの反力に基づき、当該筋
部位の経時的な状態変化を検出する筋状態変化検出装置において、経時的に取得された前
記反力と各反力が得られた時間とを対数変換した値について、前記反力と前記時間との関
係を直線近似し、当該直線が別種の直線に遷移したタイミングを前記筋部位の状態が変化
したタイミングと推定する処理を行う、という構成を採っている。
【００１２】
　また、本発明は、所定の筋部位に対して行ったストレッチ運動中に、当該筋部位の筋緊
張が緩和するタイミングを検出するストレッチング評価装置であって、前記筋部位を一定
の力で押圧し、当該筋部位からの反力を一定時間毎に計測する押込み反力計測手段と、当
該押込み反力計測手段で計測された前記反力に基づき、ストレッチ運動中の筋粘弾性の変
化を連続的に検出することで、前記筋緊張が緩和するタイミングを推定する筋緊張緩和推
定手段とを備える、という構成を採っている。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明によれば、筋を伸張しながら所定の身体部分を一定姿勢で維持する場合に、当該
身体部分の筋部位について、応力緩和の影響を分離して筋弾性率の変化のみを検出するこ
とができ、当該筋弾性率の変化に基づく筋部位の状態変化のタイミングを正確に把握する
ことが可能になる。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】本実施形態に係るストレッチング評価装置の構成を示すブロック図。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　以下、本発明の実施形態について図面を参照しながら説明する。
【００１６】
　図１は、本実施形態に係るストレッチング評価装置の構成を示すブロック図である。こ
のストレッチング評価装置１０は、被評価者が所定の筋部位に対して行ったストレッチ運
動中に、当該筋部位の筋緊張が緩和したタイミング（時刻）を検出し、当該タイミングか
らストレッチ運動の有効性を被評価者に認識させるための装置である。
【００１７】
　前記ストレッチング評価装置１０は、図１に示されるように、筋部位を所定の大きさの
力で押圧し、当該筋部位からの反力を一定時間毎に検出する押込み反力計測手段１２と、
押込み反力計測手段１２で計測された反力から、ストレッチ運動中の筋粘弾性の変化を連
続的に検出することで、前記筋緊張が緩和するタイミングを推定する筋緊張緩和推定手段
１３と、筋緊張緩和推定手段１３により推定された筋緊張の緩和状態等の情報を提示する
提示手段１４とを備えている。
【００１８】
　前記押込み反力計測手段１２は、ストレッチング運動によって伸張される筋部位に取り
付ける力センサユニット（図示省略）により構成される。当該力センサユニットは、力セ
ンサの感圧面上に樹脂製の圧子を突出させた構造となっており、測定対象となる筋部位の
存在する脚部や腕部にベルト等で巻き付けられ、当該筋部位に着脱自在に固定される。当
該力センサユニットが筋部位に装着された状態では、前記圧子により、当該筋部位が一定
の力で押し込まれ、この押込みに対する反力（以下、「押込み反力」と称する）が、前記
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力センサによって一定時間毎に測定されるようになっている。なお、前記押込み反力計測
手段１２としては、前述の構造に限定されるものではなく、対象となる筋部位への押込み
と、当該押込みによる押込み反力を経時的に検出可能な限りにおいて、種々の構造のセン
サや計測機器の代替適用が可能である。
【００１９】
　前記筋緊張緩和推定手段１３は、以下の処理を実行させるプログラムがインストールさ
れたコンピュータからなる。すなわち、ここでは、ストレッチ運動を開始してからの時間
と、各時間にいて押込み反力計測手段１２で計測された押込み反力とをそれぞれ対数変換
した値について、前記押込み反力と前記時間との関係を直線近似し、当該直線が別種の直
線に遷移したタイミングを筋緊張が緩和したタイミングと推定する処理が行われる。
【００２０】
　この筋緊張緩和推定手段１３は、反力と各反力が得られた時間から、予め記憶された関
係式を用いて筋緊張の緩和評価用の指標値を求める演算部１６と、演算部１６で求められ
た指標値に基づき、筋緊張の緩和タイミングを判定する判定部１７とを備えている。
【００２１】
　前記演算部１６では、押込み反力と当該押込み反力が得られた時間とがそれぞれ対数変
換され、これら対数変換値と、その前のタイミングにおける押込み反力と時間の各対数変
換値とから、前記関係式により、応力緩和の影響を分離して筋緊張緩和のタイミングを判
定するための指標となる筋粘弾性率Ｇ及び筋粘弾比ｒの各値が、前記指標値として求めら
れる。ここで、筋粘弾性率Ｇは、応力緩和の影響を除外した見かけの弾性率に相当し、筋
緊張緩和によって値が低下する性質を有する指標である。また、筋粘弾比ｒは、弾性に対
する粘性の比率を表す指標であり、０から１までの間の値を採る。この筋粘弾比ｒは、０
に近づく程、弾性体の要素が強く、１に近づく程、粘性体の要素が強くなる。
【００２２】
　すなわち、ここでは、経時的な押し込み反力Ｆ及び時間ｔから、次に示す前記関係式を
用いて、筋粘弾性率Ｇ及び筋粘弾比ｒの各指標値が求められる。なお、筋伸張量ｘ０は、
定数であり、一定値が予め記憶され、或いは、任意の所定値が予め入力される。
【数４】

【００２３】
　前記判定部１７では、押込み反力が計測される各時間において求められた筋粘弾性率Ｇ
と筋粘弾比ｒが、その前の時間までの筋粘弾性率Ｇと筋粘弾比ｒに対して有意差が生じた
か否かが判定される。そして、ここで有意差が生じたと判定された場合に、そのときの時
間で筋緊張が緩和状態に変化したと判定される。すなわち、ここでは、対比する各時間の
筋粘弾性率Ｇ及び／又は筋粘弾比ｒが、予め設定された閾値未満である場合には、筋緊張
状態が継続していると判定される。逆に、各時間の筋粘弾性率Ｇ及び／又は筋粘弾比ｒが
、予め設定された閾値以上である場合には、筋緊張が緩和した状態に変化したと判定され
る。
【００２４】
　前記提示手段１４では、判定部１７で筋緊張が緩和状態に変化したと判定された場合に
、被評価者やその他の者に、被評価者が行ったストレッチ運動の継続時間が妥当である旨
の情報を提示するようになっている。この提示手段１４としては、特に限定されるもので
はなく、当該情報を画像で表示可能な各種の表示装置、前記情報を音声や刺激等で提示可
能なスピーカーや刺激提示装置等、種々の装置を採用することができる。
【００２５】
　なお、前記実施形態では、本発明をストレッチング評価装置１０に適用した場合を図示
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説明したが、本発明はこれに限らず、筋緊張緩和推定手段１３を独立した装置として構成
し、外部から経時的に入力された押込み反力に基づいて、前述と同様に、応力緩和の影響
を分離して筋部位の経時的な状態変化を検出するための筋状態変化検出装置とすることも
できる。この筋状態変化検出装置は、一例として、医療目的の触診補助に用いることが想
定される。
【００２６】
　その他、本発明における装置各部の構成は図示構成例に限定されるものではなく、実質
的に同様の作用を奏する限りにおいて、種々の変更が可能である。
【符号の説明】
【００２７】
　１０　ストレッチング評価装置
　１２　押込み反力計測手段
　１３　筋緊張緩和推定手段（筋状態変化検出装置）
　１６　演算部
　１７　判定部

【図１】
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